
「指針本文」についての解説 
 Ⅲ．災害時における対応   
 ３．建設業者団体・業務に関する各種団体等や他の発注者との連携 
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【指針本文】 

３．建設業者団体・業務に関する各種団体等や他の発注者との連携 

災害発生時の状況把握や災害応急対策又は災害復旧に関する工事及び業務を迅速かつ

円滑に実施するため、あらかじめ、災害時の履行体制を有する建設業者団体や業務に関す

る各種団体等と災害協定を締結する等の必要な措置を講ずるよう努める。災害協定の締結

にあたっては、災害対応に関する工事及び業務の実施や費用負担、訓練の実施等について

定める。また、必要に応じて、協定内容の見直しや標準化を進める。 

災害による被害は社会資本の所管区分とは無関係に面的に生じるため、その被害からの

復旧にあたっても地域内における各発注者が必要な調整を図りながら協働で取り組む。復

旧の担い手となる地域企業等による円滑な施工確保対策についても、特定の発注者のみが

措置を講じるのではなく、必要に応じて地域全体として取り組む。 

地域の状況を踏まえ、必要に応じて、発注機関や各種団体が円滑な施工確保のための情

報共有や対応策の検討等を行う場を設置する。 

 
 

【解 説】 

 ○ 災害協定の締結   

国土交通省では、地震・大雨等の異常な自然現象及び予測できない災害等において、国交省の

事務所が実施する災害応急対策業務に関し、これに必要な技術者及び作業員の確保、建設機械及

び資材等の提供等の要請について、その方法を定め、災害応急対策業務を円滑に行うことで、被

災施設等の早期復旧、被災箇所の被害拡大防止に資することを目的とする災害協定を業団体や個

別地域企業との間で締結している。 

【災害協定の概要（九州地方整備局の例）】 
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【包括協定の事例（沖縄総合事務局の例）】 

 
 

【災害復旧推進フレームワークモデル工事の事例（関東地方整備局の例）】 

 
 
 
 
 
                        

 
 


